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はじめに 

 

本有識者会議は、オリンピック・パラリンピック教育の充実やその全

国展開に必要な方策等を検討することを目的として、２０１５年２月に

設置されたものであり、６回の会議を開催し、同年７月に「中間まとめ」

を策定・公表した。 

さらに、２０１６年４月より議論を再開、３回の会議を開催し、同年

７月、「最終報告」のとりまとめに至ったところである。 

オリンピック・パラリンピック教育を通じて、子どもから大人まで、

国民一人一人がスポーツの価値ならびにオリンピック・パラリンピック

の意義に触れることは、２０２０年東京オリンピック競技大会・パラリ

ンピック競技大会（以下「東京大会」という。）に向けた全国的な機運

の醸成のみならず、それ以降の東京大会の有形・無形のレガシー創出に

向けてきわめて重要な取組となる。 

本有識者会議では、これまでに、各学校段階において行うべき取組や

オリンピック・パラリンピック教育ならびにオリンピック・パラリンピ

ック・ムーブメントの全国展開に向けて必要な体制について検討を行っ

てきたところであるが、引き続き、各政府関係機関や民間機関等におい

ては、オリンピック・パラリンピック教育の全国的な展開に向けた取組

を進めることを強く希望する。 
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１．スポーツの価値とオリンピック・パラリンピック教育の意義 

 

（１） スポーツの価値 

 

○ スポーツは、体を動かすという人間の本源的な欲求に応えるとともに精神的な充足

感や楽しさ・喜びをもたらし、人々が生涯にわたり心身ともに健康で文化的な生活を

営む基盤となるものである。スポーツは、その喜びを通して、人々を勇気づけ、お互

いを結びつけることにより、希望を生み出し、社会を変革する契機となり、多様性、

寛容、公正さの尊重を促す可能性をもつ。また、スポーツを通じて、人は、自身の限

界に挑戦し、これを克服し、新たな機能や学びを獲得することが可能となる。さらに、

スポーツは、世界共通の人類の文化であり、国際相互理解と世界平和を促進するもの

である。 

 

○ 東京大会の意義・理念について、政府は、東京大会の準備及び運営に関する施策の

推進を図るための基本方針（２０１５年１１月２７日閣議決定）において、 

①日本を再興し、成熟社会における先進的な取組を世界に示すこと 

②パラリンピックの開催は、障害者の自立や社会参加を促す大きな力であり、参加国・

地域数についてオリンピックとの差が縮まるよう過去最多を目指すこと 

③「復興五輪」として東日本大震災からの復興の後押しとなるよう被災地と連携した

取組を進めるとともに、被災地が復興を成し遂げつつある姿を世界に発信すること 

④国民総参加による日本全体の祭典とし、地域活性化につなげること 

⑤強い経済の実現、日本文化の魅力発信、スポーツを通じた国際貢献、健康長寿・共

生社会・生涯現役社会の構築など、成熟社会にふさわしい次世代に誇れる遺産を創

出すること 

等を掲げて、東京大会が社会を変える大きな契機となることが期待されている。 

 

○ 公益財団法人東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会（以下「組織

委員会」という。）においても、多くの国民や自治体が参加する大会となること、高

齢化先進国に向けた課題解決や、世界で初めて同一都市で２回目のパラリンピック夏

季大会を開催する都市として、共生社会の実現・確立に向けた契機となる大会とする

ことなどを大きな論点とするアクション＆レガシープランの策定に向けた議論が進め

られている。 

 

○ 我が国は東京大会の招致にあたり、２０１３年９月のＩＯＣ（国際オリンピック委

員会）総会において、世界１００ヶ国において、１０００万人にスポーツの協力や交
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流を通じて、スポーツの価値を伝える活動をし、国内外におけるオリンピック・パラ

リンピック・ムーブメントを推進することを約束し、「スポーツ・フォー・トゥモロ

ー・プログラム」を展開している。これは、我が国が万人のためのスポーツの普及に

取り組むとともに、世界各国において、スポーツを通じた平和と開発への貢献、共生

社会の実現等に積極的な役割を担おうとする取組であり、まさにスポーツを通じて世

界を変えるとのコンセプトのもと実施している。 

 

○ このように、スポーツには、自己充実・変革を促す力があるとともに、社会や世界

を変える大きな力があること、そして、まさに、東京大会が、スポーツの持つ価値を

最大限に発揮させ、変革を促す大きな推進力となることが期待されている。 

 

（２）オリンピック・パラリンピックの理念とオリンピック・パラリンピック教育の意義 

 

○ オリンピック憲章によると、「１．オリンピズムは肉体と意志と精神のすべての資

質を高め、バランスよく結合させる生き方の哲学である。オリンピズムはスポーツを

文化、教育と融合させ、生き方の創造を探求するものである。その生き方は努力する

喜び、良い模範であることの教育的価値、社会的な責任、さらに普遍的で根本的な倫

理規範の尊重を基盤とする」とされており、さらに「２．オリンピズムの目的は、人

間の尊厳の保持に重きを置く平和な社会を奨励することを目指し、スポーツを人類の

調和の取れた発展に役立てることにある」としている。また、オリンピック・ムーブ

メントの目的は、「オリンピズムとオリンピズムの価値に則って実践されるスポーツ

を通じ、若者を教育することにより、平和でより良い世界の構築に貢献する」ことと

されている。 

 

○ ＩＰＣ（国際パラリンピック委員会）は、「スポーツを通じ、障害のある人にとっ

てよりよい共生社会を実現する」ことを理念として、スポーツを通じて社会の変革を

推進し、インクルーシブで多様性のある社会を実現することを目指している。この目

標達成のために、パラリンピックのビジョンとして「パラリンピックアスリートが、

スポーツにおける卓越した能力を発揮し、世界の人々に勇気と感動を与えることがで

きるようにすること」を掲げている。このビジョンの達成により、アスリートは、卓

越したパフォーマンスとパラリンピックの４つの価値（勇気 Courage、決意

Determination、平等Equality、インスピレーションInspiration）を発揮して、人々

の障害に対する意識を変え、そして社会の変革が推進されることとされている。 

 

○ オリンピック・パラリンピック教育を進めるに当たっては、ＩＯＣの示すオリンピ
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ックの３つの価値（卓越 Excellence、友情 Friendship、敬意／尊重 Respect）と、

上記のＩＰＣの示すパラリンピックの４つの価値を踏まえる必要があり、こうした基

本的な価値を学び、社会の変革のきっかけとしていくことが重要である。 

 

○ 我が国において、健康長寿社会、思いやりや正義感に富んだ社会、平和と友好に満

ちたグローバルな共生社会等の構築が求められている中で、オリンピック・パラリン

ピック教育は、オリンピック・パラリンピック・ムーブメントの中核の一つであり、

オリンピック・パラリンピックをはじめとしたスポーツの価値や効果の再認識を通じ

て自己や社会の在り方を向上させることにより、国際的な視野を持って世界の平和に

向けて活躍できる人材を育成し、求められる社会の将来像を実現しようとするもので

ある。 

 

○ 一方、ドーピングの問題やスポーツに携わる者がからむ不祥事は、スポーツの公平

性や高潔性（インテグリティ）を揺るがしかねない事態を生む。オリンピック・パラ

リンピック教育を通じて、初等中等教育の段階からスポーツの価値やその高潔性を守

ることの意味、そしてそれらを保持していくための不断の努力の大切さについて学ぶ

ことも重要である。 

 

○ このような観点から、オリンピック・パラリンピック教育は、オリンピック・パラ

リンピックを題材にして、 

① スポーツの意義や価値等に対する国民の理解・関心の向上 

② 障害者を含めた多くの国民の、幼少期から高齢期までの生涯を通じたスポーツ

への主体的な参画（「する」、「見る」、「支える」、「調べる」、「創る」）

の定着・拡大 

③ 児童生徒をはじめとした若者に対する、これからの社会に求められる資質・能

力等の育成 

を推進することを目的としている。また、オリンピック・パラリンピックに関して学

ぶことを通じて国民のスポーツへの参画意欲が深まり、それがさらなる学びへとつな

がる好循環を創り出していくことが必要である。 

 

（３）オリンピック・パラリンピック教育の具体的内容 

 

○ 「オリンピック・パラリンピック教育」とは、大別して、①「オリンピック・パラ

リンピックそのものについての学び」と、②「オリンピック・パラリンピックを通じ

た学び」から構成されると考えられる。 
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○ 「オリンピック・パラリンピックそのものについての学び」としては、オリンピッ

ク・パラリンピックに関する知識（歴史、競技種目、アスリートのパフォーマンスや

努力のすごさ、オリンピック精神、パラリンピックの意義、用具の工夫・開発やクラ

ス分け等のパラリンピックの特性等）のほか、選手の体験・エピソード、大会を支え

る仕組み、オリンピック・パラリンピックの負の部分と改善に向けた取組（商業主義

が引き起こす歪みとＩＯＣ改革の取組、スポーツの公平性を蝕むドーピングの問題点

とアンチ・ドーピングの取組等）について学ぶことが考えられる。 

 

○ 「オリンピック・パラリンピックを通じた学び」としては、まず、オリンピック・

パラリンピックを契機としてスポーツの価値（スポーツが個人や社会にもたらす効

果）を学ぶことが考えられる。具体的には、スポーツまたはスポーツマンシップが、

チャレンジや努力を尊ぶ態度、ルールの尊重やフェアプレーの精神、スポーツ・イン

テグリティの保持、他者の尊重や自己実現、健康増進等にもたらす効果を学び、スポ

ーツをしようとする気運や体を動かすことへの自発的な関心の向上、生涯にわたって

スポーツに積極的に参画することにつなげることが求められる。 

 

○ さらに、平和でより良い世界を構築する次代の若者の育成という観点から、オリン

ピック・パラリンピックを我が国の社会全体や地域の課題、さらには国際社会の状況

や現代的な課題に向き合うきっかけとすることも大切である。例えば、参加国・地域

の文化・言語（日本との違い）、世界各国の国旗、ソフト・ハード両面のバリアフリ

ーをはじめとするアクセシビリティの実現、ボランティアを含め相互に支え合い人々

の多様な在り方を相互に認め合える共生社会の形成、自然との共存等の環境問題や国

際平和・貧困・人権等の様々な地球規模の課題解決をはじめとする持続可能な社会の

構築、我が国・地域の伝統・アイデンティティ・課題等に関して学ぶことが挙げられ

る。また、国際的視野を持った若者を育てる上で、オリンピック・パラリンピックへ

の関心やスポーツの場面におけるコミュニケーションの必要性から、英語をはじめと

する国際言語の能力を高めるきっかけとなることも期待される。 

 

○ こうした学習を通じて、社会の課題の発見や解決に向けて他者と協働しつつ主体的

に取り組む態度や、多様性の尊重（人間としての共通性、他者への共感、思いやり等）、

公徳心（マナー、フェアプレー精神、ボランティア精神、おもてなし精神等）の育成・

向上を図ることが求められる。こうした力を身につけることは、これからのグローバ

ル化が進み、変化の激しい時代を生き抜いていくために、今後ますます重要になる。 
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２．オリンピック・パラリンピック教育の推進体制と全国的なオリンピック・パラリン

ピック・ムーブメントの推進 

 

（１） 東京都におけるオリンピック・パラリンピック教育の推進 

 

○ 東京都では、２０１６年度より都内全ての公立学校において、「東京都オリンピッ

ク・パラリンピック教育」実施方針に基づき、「オリンピック・パラリンピックの精

神」「スポーツ」「文化」「環境」の４つのテーマと、「学ぶ」「観る」「する」「支

える」の４つのアクションとを組み合わせた多彩な教育プログラムを推進している。 

 

○ その中でもとりわけ重点的に育成すべき資質として、「ボランティアマインド」「障

害者理解」「スポーツ志向」「日本人としての自覚と誇り」「豊かな国際感覚」の５

つを掲げ、子供たちに身に付けさせていくこととしている。この５つの資質を伸ばす

ため、「東京ユースボランティア」「スマイルプロジェクト」「夢・未来プロジェク

ト」「世界ともだちプロジェクト」の４つのプロジェクトを推進している。 

 

○ 具体的には、各学校の特色を生かし、教育活動全体を通して年間指導計画を作成し、

年間３５時間程度を目安に、学校全体で組織的・計画的に展開していく。さらに、特

定の教科等に偏ることなく全ての教育活動で展開するとともに、学びを深めるため、

体験や活動を重視し、発達段階に応じて系統的に実施していくこととしている。 

 

○ また、全校展開を進めるため、区市町村や学校を支えるための多様な支援策を講じ

ており、「オリンピック・パラリンピック学習読本」や映像教材を作成し、全校へ配

布し、活用を図っているほか、教員向けの指導書や実践事例集等の作成・配布を進め

ている。さらに、教員の指導力向上を図るための教員研修の拡充、各学校の取組をサ

ポートするオリンピック・パラリンピック教育専用ウェブサイトの構築やコーディネ

ート事業を新たに実施する予定である。 

 

 

（２） 組織委員会におけるオリンピック・パラリンピック教育の推進 

 

○ 組織委員会においては、多くの若者が自らの目標を持って、自らのベストを目指す

意欲を持ち、多様性を理解し、豊かな国際感覚を備えるようになることを目標として、

政府、東京都、全国の地方公共団体、スポンサー企業、教育機関等と連携し、教育プ
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ログラム（愛称「ようい、ドン！」）を展開していくこととしている。 

 

○ 具体的には、オリンピックの 3 つの価値、パラリンピックの 4つの価値、東京２０

２０大会ビジョン（「全員が自己ベスト」、「多様性と調和」、「未来への継承」）に基づ

いた各関係者の取組を、組織委員会が審査して認証する制度を構築し、リオデジャネ

イロ・オリンピック・パラリンピック競技大会（以下「リオ大会」という。）後から開

始することとしており、その教育プログラムの体系は、以下のとおりである。 

 

① 東京２０２０オリンピック・パラリンピック教育実施校の認証 

   オリンピック・パラリンピック教育を体系的に推進する学校を組織委員会が認証

（認証校には大会エンブレムの入ったＯＣＯＧ（組織委員会）マークを付与） 

② スポンサー企業による教育プログラム 

   アクション＆レガシープランの 5 本の柱に合致し、スポンサー企業の特徴を生か

したプログラムを、教育実施校や地域住民等に提供 

③ 大学等による教育プログラム  

大学等が学生を巻き込んで企画した事業や各々の専門性を活かした授業・研究を

組織委員会が認証 

④地域の非営利団体による教育プログラム 

  地域の特徴を生かしたプログラムを学校等と連携しながら実施することで、世代

を超えた交流や地域に根付いた取組を展開 

 

○ この教育プログラムの実施にあたっては、スポーツ庁や東京都における先行的な取

組の成果と課題を検証し、今後の学校認証の展開に活かしていくとともに、スポーツ

庁、都道府県教育委員会等と密接に連携しながら、オリンピック・パラリンピック教

育の取組を全国に拡大していくこととしている。 

 

（３）全国的なオリンピック・パラリンピック教育の推進体制 

 

（全国的な体制の整備） 

○ オリンピック・パラリンピック教育は、初等中等教育・高等教育・社会教育等の様々

な分野において、各地域の状況や特性に応じ、多様な関係者や関係団体が参画して、

幅広くかつ多様に行われるものであるが、２０２０年に向けて全国的にオリンピッ

ク・パラリンピック教育を推進するためには、（１）及び（２）で述べた東京都、組

織委員会の取組と十分な連携を図りながら、全国的あるいは地域的な推進体制の整備

を図ることが喫緊の課題である。 
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○ 特に、スポーツ関係団体においては、オリンピック・パラリンピックの競技体験活

動などの取組を進めるとともに、民間企業等においても、ＣＳＲの一環等として、映

像資料等の作成・提供や社内アスリートの派遣等に取り組もうとする動きも見受けら

れる。各実施主体や実施している取組の連携協力を行うための仕組みを構築すること

により、様々な資源の活用による教育効果の最大化を図ることが期待される。このた

め、国・都道府県・市町村、初等中等教育・高等教育・社会教育の関係団体・関係者、

スポーツ関係団体・関係者、企業やＮＰＯ等、幅広い関係者が参画したオリンピック・

パラリンピック教育を推進するためのコンソーシアムを全国レベルで形成し、オリン

ピック・パラリンピック教育の推進体制を構築することが重要である。その際、教育

研究の成果等を有する大学等が中核的な役割・機能を果たすことが期待される。 

 

○ また、地域レベルにおいてもオリンピック・パラリンピック教育を推進する体制を

構築することが求められる。加えて、オリンピック・パラリンピック・ムーブメント

の実施主体である、ＩＯＣ及びＪＯＣ（公益財団法人日本オリンピック委員会）並び

にＩＰＣ及びＪＰＣ（日本パラリンピック委員会）の積極的な連携協力も求められる。

さらに、東京大会に向けては、組織委員会や東京都などにおいて、多くの人々が自ら

スポーツを実施するとともにボランティアを含めて大会に参加することを推進する

取組が行われており、このような取組とも連携することが有効と考えられる。 

 

（政府による全国的な推進体制の構築に向けた取組） 

○ スポーツ庁では、２０１５年度、オリンピック・パラリンピック教育の推進のため

の効果的な手法に関する調査研究事業として、拠点機関（筑波大学）を形成した上で、

宮城県・京都府・福岡県の３府県において初等中等教育機関等と連携した実践的な取

組を行った。 

 

○ このような取組を発展させ、オリンピック・パラリンピック・ムーブメントを全国

に展開するために、コンソーシアムの形成をはじめとした推進体制を全国的に整備す

ることが必要である。この点について、スポーツ庁は、２０１５年度の調査研究事業

で実施した教材開発やモデル教育プログラム、全国の好事例の収集等の取組をベース

として、２０１６年度、オリンピック・パラリンピック・ムーブメント全国展開事業

を実施している。この事業では、全国１２程度の府県において、都道府県や市町村、

大学、体育協会等と連携して、ネットワークを活用した市民フォーラムやオリンピッ

ク・パラリンピック競技の体験講座、教員向けワークショップを実施し、オリンピッ

ク・パラリンピック・ムーブメントの普及・推進に取り組む予定である。 
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○ リオ大会が終了し、東京大会に向けた本格的・全国的なムーブメントの展開が求

められる２０１７年度以降は、東京都以外の全国４６道府県においても実践的なオリ

ンピック・パラリンピック教育が着実に実施されることが必要である。このような観

点から、全国の拠点となる大学等を中心に、児童生徒への教育手法や教員への研修手

法の全国への発信、都道府県教育委員会等のイニシアティブに基づく教育現場におけ

る教育実践の普及推進を進めていくことが有効と考えられる。 

   

○ その際、組織委員会の行うオリンピック・パラリンピック教育のプログラム・認証

制度と連携して全国的な展開を進めることが必要である。具体的には、スポーツ庁に

おいて、教育委員会の職員をオリンピック・パラリンピック教育の「コーディネータ

ー（仮称）」に指定するなど、全国４６道府県における取組を財政面も含めて支援す

る体制を整備する一方、組織委員会においては、東京都の協力を得て専用ウェブサイ

トを通じた学習教材の提供等を行うとともに、オリンピック・パラリンピック教育の

実施校を認証することにより大会エンブレムの入ったＯＣＯＧマークが付与される仕

組みを運用していくことが必要であると考えられ、このような枠組みをスポーツ庁と

組織委員会が十分に連携協力して教育委員会に周知していくことが重要である。 

 

○ また、児童生徒がオリンピアンやパラリンピアンに直接接する機会を設けることは、

教育上有意義かつ効果的と考えられ、児童生徒を通じて家庭での教育効果を高めるこ

ととなる「リバースエデュケーション効果」が期待されることを踏まえれば、東京大

会に向けて、汎用性のある仕組みを整備することが必要である。このため、日本オリ

ンピアンズ協会や日本パラリンピアンズ協会と連携してスポーツ団体等の派遣側と学

校等の受入側のマッチング、アスリートの派遣の環境整備・支援（派遣者に対する研

修等の機会、車いすなどの競技体験のための道具の準備や会場等の環境整備、児童生

徒の発達段階等に応じた教育プログラムの開発等）について、具体的な仕組み作りに

取り組むことが求められる。その際、スポーツ界を挙げて、自らの経験を児童生徒や

社会に的確に発信していくことができる人材の育成に取り組むことも期待される。 

   

（４）全国的なオリンピック・パラリンピック・ムーブメントの展開 

 

（全国的なオリンピック・パラリンピック・ムーブメントの推進方策） 

○ 東京大会は、政府の基本方針において「全国的な祭典」とすることとされており、

東京だけではなく、オリンピック・パラリンピック・ムーブメントを全国的に展開・

推進するための取組が求められている。また、東京大会が終了した後も２０２０年大 
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会の効果が次世代に引き継がれるレガシーの創出に向けて、様々なアクションをとっ

ていくことが重要であり、そのために、政府が全国的なオリンピック・パラリンピッ

ク・ムーブメントを推進していくことはきわめて重要である。 

 

（各地におけるスポーツ・プログラムの実施） 

○ 「スポーツ基本計画（２０１２年３月）」は、成人の週１回以上のスポーツ実施率

が３人に２人（６５％程度）となること、週３回以上のスポーツ実施率が３人に１人

（３０％程度）となること、成人のスポーツ未実施者（１年間に）をゼロに近づける

ことを目標としており、生涯スポーツ社会の実現、さらには国民医療費の抑制にもつ

ながる健康寿命の延伸に向けて、国や地方公共団体等が連携して取組を推進すること

が求められる。このため、３．で述べる初等中等教育機関や高等教育機関、社会教育

施設等におけるオリンピック・パラリンピック教育の取組の充実のみならず、総合型

地域スポーツクラブ、１９６４年東京大会のレガシーであるスポーツ少年団やスポー

ツ指導者、スポーツ推進委員等と連携した地域スポーツ活動の充実、民間企業・メデ

ィア・各種団体における取組の充実が求められる。 

 

(社会人をはじめとする様々な世代がスポーツに参画するための取組) 

○ オリンピック・パラリンピック・ムーブメントに関する取組も含めた、スポ－ツ機

会の提供にあたっては、年齢や興味・関心、さらには初心者やトップレベル等の技術・

技能レベルに関わらず、様々な人々が参画できるよう取り組むことが期待される。特

に、スポーツを行う時間を確保することが難しい働く世代が、スポーツの価値を改め

て認識し、スポーツをする習慣を身につけることができるようにするという観点から

は、社会人を対象とした取組が重要である。 

 

○ また、企業においては、スポーツを含めた余暇の時間を活用するための「ノー残業

デー」などの取組や職場研修での社会教育施設等と連携したオリンピック・パラリン

ピック・ムーブメントに関する自主的なプログラムの活用が期待される。 

 

（各地における事前キャンプ誘致等との連携） 

○ 東京大会の事前キャンプについては、組織委員会が２０１６年のリオ大会に合わせ

て事前キャンプ候補地を紹介するガイドブック等を作成する予定である。また、内閣

官房東京オリンピック競技大会・パラリンピック競技大会推進本部事務局においては、

東京大会の参加国・地域との人的・経済的・文化的な相互交流を図る地方公共団体を

「ホストタウン」として全国各地に広げ、関係省庁が各種財政支援等を行う取組を推
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進しており、２０１６年６月までに９１件、１２２の地方公共団体が「ホストタウン」

として登録されている。このような国や組織委員会による支援の仕組みを受けて、全

国各地域において事前キャンプの誘致等の取組が行われていることから、これらの動

きと連携して、地域におけるオリンピック・パラリンピック・ムーブメントの拡大に

向けた取組を推進することが有効であると考えられる。 

 

（大学との連携） 

○ ２０１６年７月現在、組織委員会と７８６の大学が連携協定を結んでおり、文化イ

ベントや事前キャンプへの協力、大会機運の醸成等、幅広い分野において組織委員会

と大学等が連携協力した取組の充実が期待される。 

 

（被災地と連携した取組） 

○  東京大会においては、大会を通じた東日本大震災の被災地への支援や復興状況の世

界への発信等、いわゆる「復興五輪」としての取組が求められている。また、２０１

６年４月の熊本地震をはじめ自然災害の多い我が国においては、災害からの復興に当

たってスポーツが人々の心を勇気づけ、復興の後押しとなることが認識されていると

ころである。このような観点から、児童生徒に対し震災の事実とともに復興五輪に向

けた取組やその必要性を学ばせるなど、被災地と連携した復興と関連する取組の工夫

が求められる。 

 

（文化プログラムとの連携） 

○ オリンピック憲章や２０１４年１２月のＩＯＣ総会で決定された「オリンピックア

ジェンダ２０２０」を踏まえれば、オリンピック・パラリンピック教育の推進にあた

っては、各地域・学校で行われる文化活動や文化イベントとの具体的な連携も必要で

ある。なお、競技に参加できない者であっても文化活動を通じて大会に参加すること

は可能であり、また、文化プログラムは全国各地で行うことができるため、全国的な

大会機運の醸成等の観点からも、文化プログラムと連携した取組の充実が期待される。 

 

（スポーツ・文化・ワールド・フォーラムの開催） 

○ 文部科学省では、リオ大会後の２０１６年１０月に、東京大会等に向けて、観光と

も連動させつつ、スポーツ、文化、ビジネスによる国際貢献や有形・無形のレガシー

等について議論、情報発信し、オリンピック・パラリンピック・ムーブメントを国際

的に高めるためのキックオフイベントとして、京都と東京を舞台に「スポーツ・文化・

ワールド・フォーラム」を開催する。京都においては文化を中心としたプログラムを

開催し、本フォーラムを契機に２０２０年に向けた文化プログラムの全国展開を推進
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する。また、東京においては、ラグビーワールドカップ２０１９実施に関するプログ

ラムや、オリンピック・パラリンピックに係るレガシー創出に向けた議論を行うとと

もに、スポーツ大臣会合を開催して、スポーツ・フォー・トゥモロー事業等での具体

的な実践事例に触れつつ、スポーツ・フォー・オール、スポーツと開発と平和、スポ

ーツ・インテグリティなど、長年のスポーツ界における重要なテーマについて議論を

深めることとしている。これらの議論を深め、国内外へ発信することにより、国内外

におけるオリンピック・パラリンピック・ムーブメントの推進に大きな役割を果たす

ことが期待される。 

  

（日中韓三ヶ国におけるオリンピック・パラリンピック競技大会、国際競技大会の開催

と国際交流） 

○ 東京大会前後には、中国・韓国、また日本全国各地で大規模な国際競技大会が多く

開催される。２０１８年に平昌（韓国）、２０２２年に北京（中国）でオリンピック・

パラリンピック競技大会が開催され、国内では２０１７年の冬季アジア札幌大会、２

０１９年のラグビーワールドカップ、２０２１年の関西ワールドマスターズゲームズ

２０２１などが開催される。また、２０１６年９月には日中韓スポーツ大臣会合が平

昌(韓国)で開催され、日中・日韓・日中韓間等のスポーツ交流も公益財団法人日本体

育協会やＪＯＣ等を中心に行われているところであり、これらを通じてアジアひいて

は世界に向けてスポーツの価値の共有を図り、大会開催の機運を高めていくことが重

要である。 

 

 

３ 各機関におけるオリンピック・パラリンピック教育の推進のための方策 

 

  オリンピック・パラリンピック教育は、小・中・高等学校や特別支援学校等におけ

る初等中等教育、大学等における高等教育、社会教育施設や地域の諸団体等における

社会教育において幅広く効果的かつ継続的に行われることが求められる。また、生涯

学習の観点から、学習者の発達段階やライフステージに応じた主体的な学習のための

環境整備も求められる。このため、下記のように、各教育段階・分野の特性・課題に

応じた実施手法を検討することが必要である。 

 

（１）初等中等教育 

 

（学校現場での取組の推進） 

○ 全国的にオリンピック・パラリンピック教育を推進するにあたっては、地域や学校、
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児童生徒の状況や特性等も踏まえながら、国、教育委員会、各学校等の関係者が連携

協力し、幅広い教科・科目にわたる学校教育活動全体において、オリンピック・パラ

リンピックに関する教育を通じて、これからの子供に求められる資質・能力を育んで

いくという機運の醸成や環境の整備を行う必要がある。また、アスリートの生き方や

スポーツに関係する様々なキャリアを学ぶことについて、キャリア教育の視点から各

学校の教育活動に位置づけることも有効と考えられる。さらに、放課後や土曜日等に

地域との連携・協働により行われる様々な学習活動を活用することも考えられる。 

 

○ オリンピック・パラリンピック教育に効果的・継続的に取り組むためには、学校運

営計画への位置付けなど、学校全体として取り組むための体制の整備が求められる。

その際、教育委員会がイニシアティブを発揮し、域内のオリンピック・パラリンピッ

ク教育のプランを策定するなどして、各学校の教育活動の支援の充実を図ることが期

待される。また、各地域によって課題や状況は異なることから、京都府のようにオリ

ンピック・パラリンピック教育を地域に根ざした文化と融合させた取組や長野市にお

ける一校一国運動の事例を参考としたり、まずはそれぞれの学校現場で従来から実施

している教育活動の中にオリンピック・パラリンピック教育の目的に合致する教育的

価値を見出し、それを活用することからスタートすることも有効と考えられる。さら

に、２．で述べた「ホストタウン」の取組も活用するなどして、地域と学校が連携・

協働し、各地域の特性に照らして創意工夫を図ることが期待される。 

 

（教材や事例集等の開発・共有の推進） 

○ 各地域や各学校においてオリンピック・パラリンピック教育の充実に取り組むため

には、教育・啓発手法の開発と普及が必要であり、国においては、映像教材をはじめ、

モデルとなる教材や指導参考資料の開発を推進することが求められる。また、各地域

で行われている先進的な教育実践を収集し、事例集をとりまとめることも必要である。

各道府県等に対して、国や東京都、組織委員会が作成した教材や事例集等の共有を行

うとともに、地域の状況に応じて追加・拡充等を行うことも期待される。その際、Ｉ

ＣＴやＳＮＳを活用して教材や事例集等の共有や活用を図ることや、教育活動自体に

様々なＩＣＴ技術を活用することも有効と考えられる。 

 

（パラリンピック教育に関する教材開発と体験授業の促進） 

○ オリンピックとパラリンピックがそれぞれ生まれた歴史的な経緯が異なる点も含

め、パラリンピック教育については、特別な配慮が必要である。また、その特性（無

限の可能性や多様性等）を踏まえた丁寧な指導が望まれる。このため、パラリンピッ

クに関する教育等を契機として、さまざまな障害を有する者に対するステレオタイプ
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な考え方からの脱却を図り、障害を含めた違いを超えた人々の交流や共同学習を充実

させることも重要であり、そのための教材や指導参考資料の作成、障害者スポーツ体

験学習マニュアルの充実等の環境整備に関係団体が連携して取り組むことも必要であ

る。 

 

○  パラリンピック教育に関しては、これまで国際的にも統一された教材がなかったこ

とから、ＩＰＣ及びその委託を受けたアギトス財団とＪＰＣ及び公益財団法人日本財

団パラリンピックサポートセンター（以下「パラリンピックサポートセンター」とい

う。）が提携して、ＩＰＣ公認のパラリンピック教材の国際版（英語）及び日本国内

版を同時開発することを決定したところである。この教材は６歳から１２歳の生徒を

対象としたシリーズの教材で構成され、パラリンピックの４つの価値とパラスポーツ

を軸としたアクティビティーに基づき、教師用マニュアル、評価用のツールも含まれ

る。他国での公式発表に先駆け、日本国内での第 1 版の試験運用が２０１６年秋に予

定されている。 

 

○ パラリンピック教育については、教材による教育とともに、生徒が直接体験して「か

らだ」と「こころ」で理解する、パラアスリートを講師としたパラスポーツ体験授業

が極めて有効である。このためのスクールプログラムがパラリンピックサポートセン

ターにより開発され、２０１６年４月より全国１００校３万人（２０１６年度）を対

象に開始されている。全国の学校からの応募が予定を大幅に上回っていることから、

今後は、全国の小中高等学校において２０２０年までに１０００校５０万人の児童生

徒を対象にこのプログラムを拡大していく予定とされている。 

 

（特別支援学校等における一層の取組の推進） 

○ 競技観戦や競技体験、アスリートに接する機会等、児童生徒が実際の競技等を実感

できる機会の充実も求められる。その際、特別支援学校においては、運動部活動・ク

ラブ活動が行われている学校が、高等部では約５８％、中学部では約３７％に留まっ

ているという調査結果もあることから、特別支援学校の児童生徒のスポーツへの参画

の機会の拡充という観点から、特別支援学校の体育・運動部活動への支援や特別支援

学校を拠点とした地域スポーツクラブの設立等に関する取組の充実も求められる。 

   

○ また、特別支援学級や通常の学級に在籍する障害児もスポーツに親しむことができ

るよう、特別支援学校以外の学校においても、障害児のスポーツ環境の充実や、体育

の授業において児童生徒が障害の有無にかかわらず共に学べるような工夫が望まれ

る。 
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○ さらに、２０２０年からの新たな特別支援教育（学習指導要領改訂）を契機に、全

国の特別支援学校で、スポーツ・文化・教育の全国的な祭典（「Special プロジェク

ト ２０２０」）を実施し、特別支援学校を地域の誰にでも開かれた次世代の「共生学

校」に変革することが必要である。 

 

（東京大会の観戦） 

○ ２０２０年の東京大会は、我が国の子どもたちがオリンピアン・パラリンピアンに

直接接するまたとない好機である。特に、障害者スポーツについては、これまで児童

生徒が観戦する機会が多くなかったことから、世界最高峰のパラリンピックの競技を

観戦することにより、障害者スポーツへの理解・関心が深まることが期待されるとこ

ろであり、組織委員会と連携協力しながら児童生徒がパラリンピック競技を観戦する

動機付けを高めるための取組を推進することが必要である。 

 

（教員養成・研修の取組） 

○ 学校教育は、その直接の担い手である教員によるところが大きいことから、教員養

成や教員研修において、オリンピックやパラリンピックへの理解を深める機会の充実

を図ることが期待される。特に、アンチ・ドーピングの取組については、フェアプレ

ーの精神に反するだけでなく、健康被害も大きな問題であることなども含めて教員の

知識・理解を深めることが重要である。また、パラリンピックのみならず、デフリン

ピックやスペシャルオリンピックス等の国際競技大会や、地域における活動も含めた

障害者スポーツ全般の理解の促進を図ることは、互いの個性や多様性を認め合える共

生社会の形成に有用であるとともに、特別支援教育の推進にもつながるものと考えら

れる。なお、多くの教員がオリンピック・パラリンピック教育に携わることが期待さ

れるが、児童生徒への指導力の向上等のための教員の自主的な研鑽の機会として、公

益財団法人日本体育協会や公益財団法人日本障がい者スポーツ協会が公認するスポー

ツ指導者の資格を教員が取得することも有効と考えられる。さらに、教員志望者が大

学等に在学中に行う教育実習においても、例えば、実習先の学校におけるオリンピッ

ク・パラリンピック教育に参画するなど、オリンピックやパラリンピックへの理解を

深める機会の充実を図ることが期待される。 

 

（学校現場における専門家の活用） 

○ 児童生徒の理解を深めるには、様々なスポーツ大会の競技経験や、スポーツボラン

ティアまたは海外ボランティアの経験のある教員を活用することや、多様な経験を有

する地域人材を学校教育の場において活用することが有効である。なお、これらの専
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門知識を有する人材については、初等中等教育だけでなく、高等教育、社会教育の場

においても効果的に活用していくべきである。 

 

（学習指導要領への位置づけ） 

○ 東京大会後を見据え、２０２０年をゴールではなく出発点と捉えて、努力の尊さや

フェアプレーの精神、思いやりやボランティア精神、多様性を尊重する態度などを、

大会のレガシーとして子供たちの中にしっかりと根付かせていくことも重要である。

２０１４年１１月の文部科学大臣諮問（「初等中等教育における教育課程の基準等の

在り方」）を受けて、現在、中央教育審議会において学習指導要領の改善について審

議が行われている。オリンピック・パラリンピック後においてもそのレガシーを受け

継ぎ、努力の尊さやフェアプレーの精神、思いやりやボランティア精神、多様性を尊

重する態度などの資質・能力が子供たちに育まれることが期待される。その際、オリ

ンピックと同様に、パラリンピックを学習指導要領に位置づけることについても検討

することが求められる。 

 

（幼児教育における取組） 

○ 上記のような取組は、基本的には義務教育である初等中等教育で行うことを想定し

ているが、幼児期の体験が人間形成に大きな影響力を持つことを踏まえれば、幼児教

育においても、幼児の発達段階に配慮しつつ、可能な範囲での取組が行われることが

求められる。なお、幼児期におけるオリンピック・パラリンピックをきっかけとした

障害者スポーツの観戦や選手との交流体験は、幼児の視野を広げる上で有意義であり、

その後の障害者や障害者スポーツに対する正しい理解と認識を深める上でも重要な意

味を持っていることから、幼児期の教育から積極的に障害者スポーツに触れる教育の

実施が重要な意味を持っている。 

   

（２） 高等教育 

 

（大学生への教育） 

○ 学生に対する教育においては、各大学の状況や学問分野の特性等も踏まえながら、

オリンピック・パラリンピックに関する教育が幅広く行われることが期待される。特

に、体育教員をはじめとする教員養成に関わる学部や課程等においては、オリンピッ

ク・パラリンピックへの理解のみならず児童生徒への指導方法等も含めた教育の充実

を図ることが求められる。また、教員養成学部等以外にも、保健体育をはじめとする

一般教養科目でのオリンピック・パラリンピックへの理解を深める学習機会の充実や、

学部専門教育におけるオリンピック・パラリンピックを題材とした学習の工夫（例え
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ば、国際系学部における国際専門教育においてオリンピック・パラリンピックのエピ

ソードを題材に活用するなど）が期待される。 

 

（大学等におけるオリンピック・パラリンピック研究、スポーツ医科学や競技用具等に

関する研究開発の推進） 

○ オリンピック・パラリンピックの歴史や意義等に関する研究は、オリンピック・パ

ラリンピック教育の充実に直接つながるものであり、大学等における研究の充実が求

められる。また、トレーニングやコンディション、競技用具等に関する研究開発は、

オリンピック・パラリンピックにおけるアスリートの活躍につながるものであり、ア

スリートの活躍やエピソード等は児童生徒にとって生きた題材となるものであること

から、オリンピック・パラリンピック教育の充実の観点からも競技力向上に関する研

究開発の推進が期待される。 

 

○ 特に、パラリンピックに関する取組は、パラリンピアンを外部講師として招いた上

で集中的な講義を行うなどの取組も見られるが、そのような取組は緒に着いたばかり

である。また、競技用具等の開発、基礎的・科学的なデータの集積・分析等のパラリ

ンピックに関する研究開発の推進や障害者スポーツにおける競技団体のマネジメント

人材の育成は、パラリンピックへの参加選手の増加やアスリートの活躍に大きく資す

るものであることから、大学等における取組の一層の推進が期待される。さらに、こ

のような取組に加えて歴史や意義に関する研究を推進することは、アスリートの競技

力向上のみならず、特別支援学校の児童生徒をはじめとした障害を有する者に対する

スポーツへの参画の機会の拡充や努力・向上しようとする目標の提供という観点から

も重要である。  

 

（大学を活用した地域におけるオリンピック・パラリンピック教育の推進） 

○ 大学等の使命・役割として教育研究に加えて社会貢献が求められている中で、大学

等の高等教育機関においては、当該機関の教育研究の充実に加えて、当該機関の学生

以外の多様な人々に対する幅広い学習機会の提供や、初等中等教育機関や地域社会に

おいて行われるオリンピック・パラリンピック教育に対する支援の取組の充実が求め

られる。 

 

○ 多様な人々に対する幅広い学習機会の提供としては、市民向け公開講座の実施、イ

ンターネット等を活用したオープンコースウエアの提供やオンライン講座の実施等に

より、オリンピック・パラリンピックに関する理解を深める機会の充実を図ることが

必要であり、そのための学習・啓発資料の充実や情報提供・発信の工夫改善が求めら
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れる。その際、それぞれの大学等におけるオリンピック・パラリンピックに関する取

組と関連付けて情報の提供・発信を行うことも有効と考えられる。 

 

○ また、ボランティアをはじめとしたオリンピック・パラリンピックに直接携わる人

材の育成も重要であり、このような観点からの講座やセミナーの開設等の学習機会の

充実に取り組むことも求められる。その際、夏季等における短期集中型や夜間の実施

等、社会人等が参加しやすい形態の工夫を図るとともに、参加者が学習の成果を社会

的に証明・活用できるよう学校教育法第１０５条に基づく履修証明制度を活用するこ

とも有効と考えられる。併せて、国際系学部における通訳ボランティアの育成・提供

等、学生をはじめとした学内の人的資源の活用も期待される。さらに、社会教育施設

等と連携しつつ、シニア世代の学習機会の充実を図ることも有効と考えられる。 

 

（３）社会教育 

 

（公民館等の社会教育施設等を通じた学習） 

○ 東京大会に向けた全国的な機運の醸成等を進めるためには、地域住民のオリンピッ

ク・パラリンピックに関する理解を深め、地域社会全体における関心や取組の充実を

図ることが重要であり、そのためには、学校教育のみならず、公民館・区民ひろばや

青少年教育施設をはじめとする社会教育施設等で行われる社会教育を充実するととも

に、放課後や土曜日等に地域との連携・協働により行われる様々な活動に幅広い地域

住民の参加を促進することが必要である。さらに、体育協会、スポーツ少年団、総合

型地域スポーツクラブ等地域で活動する団体や組織を活用した地域住民の日常的なス

ポーツ活動への参画を一層促進することによる実践的な取組にも配慮する必要があ

る。 

 

○ このため、社会教育施設等で行われる学習や講座等を充実させ、好事例となる取組

の情報提供・発信を自治体間で行うことが求められる。特に、シニア世代を対象とし

たボランティア等、海外から訪れる多様な人々に対するおもてなしを行う人材の育成

に向けた学習機会の充実を図ることが期待される。その際、独立行政法人国立青少年

教育振興機構が取り組んでいるボランティア養成事業を活用することも考えられる。 

 

（社会教育施設における資料のネットワーク化と活用） 

○ 博物館や図書館をはじめとする社会教育施設等においては、オリンピック・パラリ

ンピックを含めたスポーツに関する多様な資料を有していることから、社会教育施設

間さらには他の様々な機関とのネットワークを構築し、資料の共有・活用を図ること
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が求められる。なお、社会教育施設等の中には、多様なデジタル資料を保有している

施設もあることから、後述するデジタルアーカイブの構築にあたっては、社会教育施

設等が保有するデジタル資料の活用も期待される。 

 

（デジタルアーカイブの構築とその活用） 

○ オリンピック・パラリンピック教育の充実にあたっては、前述したとおり教材や啓

発資料等におけるＩＣＴ等の活用が求められるが、さらに、東京大会に関するデジタ

ルアーカイブを構築することは、大会の模様を後世に伝えることにとどまらず、大会

後もオリンピック・パラリンピック教育に継続して取り組むために有効と考えられる。

このため、東京大会のデジタルアーカイブの構築、さらには映像資料を活用したスポ

ーツに関する教育研究の促進に向けて、過去のオリンピック・パラリンピックをはじ

めとする国際競技大会等の資料の活用方策やアーカイブ化・ネットワーク化について、

社会教育施設が保有するデジタル資料の活用も含め、必要な調査研究を行うことが求

められる。 
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○ 1964年当時の全国におけるオリンピック教育について    
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（１）スポーツの価値
・スポーツは、精神的な充足感や楽しさ・喜びをもたらし、人々が生涯にわたり心身ともに健康で文化的な生活を営む基盤。
スポーツには、自己充実・自己変革を促す力、社会や世界を変える大きな力がある。
（２）オリンピック・パラリンピックの理念とオリンピック・パラリンピック教育の意義
・オリパラ教育の推進には、オリンピックの３つの価値（卓越Excellence、友情Friendship、敬意/尊重Respect）とパラリン
ピックの４つの価値（勇気Courage、決意Determination、平等Equality、インスピレーションInspiration）が必要。
・オリパラ教育は、スポーツの価値の再認識を通じ、国際的な視野を持って世界の平和に活躍できる人材を育成するもの。
（３）オリンピック・パラリンピック教育の具体的内容
・オリンピック・パラリンピックそのものについての学び（大会に関する知識、選手の体験・エピソード等）
・オリンピック・パラリンピックを通じた学び（スポーツの価値 、参加国・地域の文化等、共生社会、持続可能な社会等）

１ スポーツの価値とオリンピック・パラリンピック教育の意義

オリンピック・パラリンピック教育の推進に向けて
最終報告【概要】

・学校現場での取組の推進（教育委員会によるオリパラ教育のプラン策定、学校運営計画への位置づけ等）
・教材や事例集等の開発・共有の推進（国によるモデル教材等の開発、東京都や組織委員会が作成した教材・事例集
の共有、地域の状況に応じた追加・拡充等、IPC・JPCが連携・開発したIPC公認パラリンピック教材の試験運用）
・特別支援学校における一層の取組の推進(「Specialプロジェクト2020」等)、教員養成・研修の取組
・東京大会の観戦（特にパラリンピック競技を観戦する動機付けを高めるための取組）
・学習指導要領への位置づけ（中央教育審議会における学習指導要領の改善の審議に際して、パラリンピックの学習指
導要領への位置づけをはじめ、オリパラ教育に関して東京大会後を見据えた審議が行われることを期待）

【初等中等教育】

・大学生への教育（教員養成学部のみならず、一般教育科目や専門教育でのオリパラ教育の充実）
・オリンピック・パラリンピック研究、スポーツ医科学や競技用具等に関する研究開発の推進
・大学を活用した地域におけるオリパラ教育の推進、オリンピック・パラリンピックに直接関わるボランティア人材の育成

【高等教育】

・公民館等の社会教育施設を通じた学習、社会教育施設における資料のネットワーク化と活用
・東京大会後もオリパラ教育に継続して取り組むためのデジタルアーカイブの構築とその活用

【社会教育】

２ オリンピック・パラリンピック教育の推進体制と全国的なオリンピック・パラリンピック・ムーブメントの推進

・リオ大会が終了し、東京大会に向けた本格的・全国的な展開が求められる２０１７年度以降は、東京都以外の４６道府
県においても実践的なオリパラ教育が実施されることが必要。

・国、教育・スポーツ関係団体、企業、NPO等が連携し、オリパラ教育の全国コンソーシアムを構築することが重要。
・スポーツ庁が、東京都（先行的な取組）及び組織委員会（認証制度）と十分に連携を図りながら、各地の教育委員
会のイニシアチブに基づく取組を財政面も含めて支援する体制を整備することが必要。

・２０１６年度より、都内全ての公立学校でオリパラ教
育のプログラムを推進。各学校において年間指導計
画を作成し、 年３５時間程度を目安に展開。
・「オリンピック・パラリンピック学習読本」を全校配布。
教員向けの指導書等を作成・配布。教員研修の拡
充、専用ウエブサイトの構築を予定。

【東京都の取組】

・教育プログラム（愛称「ようい、ドン！」）を展開。
・リオ大会後から、東京２０２０大会ビジョン等に基づいた
取組を認証する制度をスタート。認証を受けたオリパラ
教育 実施校には大会エンブレムの入ったマークを付与。
・併せて、スポンサー企業、大学等、地方の非営利団
体による教育プログラムを推進。

【組織委員会の取組】

３ 各機関におけるオリンピック・パラリンピック教育の推進のための方策

スポーツ実施率向上への取組、総合型地域スポーツクラブやスポーツ少年団の活動、地方公共団体によるホストタウン
の取組、被災地復興への支援、文化プログラムとの連携、スポーツ・文化・ワールド・フォーラムの開催等を通じ、オリン
ピック・パラリンピック・ムーブメントを全国展開をすることが重要。

【政府による全国的な推進体制の構築に向けた取組】
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オリンピック・パラリンピック教育に関する有識者会議の設置について 

 

平成２８年３月２９日 

   スポーツ庁長官決定 

 

１．趣 旨 

2020年オリンピック・パラリンピック東京大会を成功させるために、日本全国各地に

オリンピック・パラリンピック・ムーブメントを普及させる必要がある。 

このため、学校教育や社会教育の現場で、 

①オリンピック・パラリンピックに関する知識・理解・関心の向上やオリンピック精

神の普及 

②異文化理解や国際理解、多様性尊重の促進 

③「おもてなし」やボランティア精神の醸成、マナーの向上 

 ④スポーツ実施率の向上 

等のための取組を進めていく必要がある。 

オリンピック・パラリンピック教育の実施を通じた無形のレガシーの創出という観点

も踏まえ、上記取組の推進のための基本的な考え方や具体的な内容・手法について検討

を行うため、スポーツ庁長官の下に有識者会議を設置する。 

 

２．検討事項 

（１）オリンピック・パラリンピック教育の基本的事項・具体的内容 

（２）オリンピック・パラリンピック教育の推進体制 

（３）オリンピック・パラリンピック教育の推進のための効果的手法 

 

３．実施方法 

（１）有識者会議は、別紙に掲げる委員をもって構成する。 

（２）必要に応じて、委員以外の協力を得ることができる。 

 

４．設置期間 

 平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までとする。 

 

５．その他 

 本件に関する庶務は、スポーツ庁オリンピック・パラリンピック課において行う。 
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オリンピック・パラリンピック教育に関する有識者会議委員 

 

朝原  宣治  オリンピアン、大阪ガス株式会社近畿圏部地域活力創造チーム課長 

池田  延行  国士舘大学体育学部こどもスポーツ教育学科教授 

伊藤  数子  ＮＰＯ法人ＳＴＡＮＤ代表理事 

岡崎  助一  公益財団法人日本体育協会副会長 

大日方 邦子  パラリンピアン、一般社団法人日本パラリンピアンズ協会副会長 

小田垣 勉   京都府教育委員会教育長 

加藤  久雄  長野市長 

河合  純一  パラリンピアン、独立行政法人日本スポーツ振興センタースポーツ

開発事業推進部研究員、一般社団法人日本パラリンピアンズ協会会長 

佐藤  郡衛  目白大学学長 

真田   久   筑波大学体育系教授 

佐野  慎輔  産業経済新聞社特別記者（東京五輪・パラリンピック担当）兼論説委

員 

杉野  学    東京家政学院大学教授 

坪野谷 雅之  立教セカンドステージ大学兼任講師 

中村  健史  高山市教育長 

二宮  雅也  文教大学人間科学部人間科学科准教授、特定非営利活動法人日本スポ

ーツボランティアネットワーク理事 

布村  幸彦  公益財団法人東京オリンピック･パラリンピック競技大会組織委員会

副事務総長 

藤田  紀昭  日本福祉大学教授 

堤   雅史  東京都教育庁次長 

室伏  広治  オリンピアン、公益財団法人東京オリンピック・パラリンピック競技

大会組織委員会理事／スポーツディレクター、東京医科歯科大学教授 

山本  一郎  一般社団法人日本経済団体連合会オリンピック・パラリンピック等推

進委員会企画部会長、JX ホールディングス株式会社常務執行役員 

総務部長 

結城 和香子  読売新聞編集委員 

吉本  光宏  株式会社ニッセイ基礎研究所研究理事 

（五十音順、敬称略） 

（平成２８年７月時点） 

（別紙） 
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審議経過 

 

第１回 平成２７年２月２７日（金） 

（１）オリンピック・パラリンピック教育の取組について 

   （２）東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会の取組について 

（３）今後の検討課題について 

 

第２回 平成２７年３月２６日（木） 

（１）筑波大学附属大塚特別支援学校における取組について 

（２）東京都おける取組について 

（３）今後の検討課題について 

 

第３回 平成２７年４月１７日（金） 

（１）一校一国運動の取組について 

（２）大学関係の取組について 

（３）今後の検討課題について 

  

第４回 平成２７年５月１３日（水） 

（１）オリンピック・パラリンピック・ムーブメントの推進及び普及啓発活動について 

（２）今後の検討課題について 

 

第５回 平成２７年６月１２日（金） 

（１）中間まとめ（素案）について 

 

第６回 平成２７年７月９日（木） 

（１）民間企業の取組について 

（２）中間まとめ（案）について 

 

第７回 平成２８年４月６日（水） 

（１）オリンピック・パラリンピック教育の推進のための効果的手法について 

 

第８回 平成２８年６月２７日（月） 

（１）スポーツ庁におけるオリンピック・パラリンピック教育の推進について 

（２）最終報告（素案）について 

 

第９回 平成２８年７月２１日（木） 

（１）最終報告（案）について 

 



 

 

スポーツ庁におけるオリンピック・パラリンピック教育の推進について

連携

現在の進捗

オリパラ教育の必要性

○2020年まで約４年となるなか、オリパラ・ムーブメントの推進が必要。特にパラリンピックへの関心向上が課題。
○オリパラ教育は、大会そのものへの興味関心の向上だけでなく、スポーツの価値への理解を深めるとともに、規範意識の涵養、国際・異文化理解、
共生社会への理解等、多面的な教育的価値を持つ。我が国の無形のレガシーとして、オリパラ教育の推進が重要。

筑 波 大 学

○平成２７年度オリパラ・ムーブメント調査研究事業

○平成２８年度オリパラ・ムーブメント全国展開事業

京都府

宮城県

福岡県

各地域で実践的な調査研究を実施

コン
ソーシ
アム

大学

都道
府県

市町
村

体育
協会

NPO
法人

民間
企業

全国（１２箇所程度）で、
オリパラ教育を実施

・各地域でのセミナー
・オリパラ推進校
・オリパラ競技体験
・市民フォーラムの開催

・各地域の教員への
セミナーの実施

・オリパラ市民
フォーラムの開催

・オリパラ推進校

×１２程度

調査研究の事例も踏まえ

今後の展開予定

スポーツ庁 大会組織委員会

オリパラ
教育校

教育プログラム
「ようい、ドン！」

認証（OCOGマーク）

オリパラ教育全国中核拠点
・全国的な体制整備
・オリンピアン、パラリンピアンの
派遣調整
・オリパラ教育校等に対する
ノウハウの提供

関係

団体

オリパラ
教育校

オリパラ
教育校

オリパラ教育地域拠点
・オリパラ教育推進
コーディネーターを指定

・県内でモデル的な
オリパラ教育を実施

・オリパラ教育実施校以外
へもノウハウを伝える

それぞれの都道府県においてオリパラ教育を展開

都道府県

教育委員会等

実施・支援

委託

連
携

ノ
ウ
ハ
ウ
の
提
供
等

東京都

先進的な事例・
ノウハウを共有
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１９６４年当時の全国における
オリンピック教育について

文 部 省
当時の文部省は、オリンピックの基礎知識やオリンピック精神を普及
させるため、オリンピック読本を作成しました。
このオリンピック読本は東京都をはじめとし、地方自治体が独自の読
本を作成する上での参考資料として用いられました。

小学生向け読本 中学生向け読本

オリンピックマークの説明

１９６４年当時の全国における
オリンピック教育について

文 部 省
当時の文部省は、オリンピックの基礎知識やオリンピック精神を普及
させるため、オリンピック読本を作成しました。
このオリンピック読本は東京都をはじめとし、地方自治体が独自の読
本を作成する上での参考資料として用いられました。

小学生向け読本 中学生向け読本

オリンピックマークの説明
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１９６４年当時の全国における
オリンピック教育について

京 都 市①
京都市においては、オリンピック読本を独自に作成し、オリンピックを
開催することで増加するであろう外国人観光客を迎えるにあたり、必
要な心がまえと京都市民憲章を併せて紹介しています。

オリンピックを迎える京都市民と市民憲章

１９６４年当時の全国における
オリンピック教育について

京 都 市①
京都市においては、オリンピック読本を独自に作成し、オリンピックを
開催することで増加するであろう外国人観光客を迎えるにあたり、必
要な心がまえと京都市民憲章を併せて紹介しています。

オリンピックを迎える京都市民と市民憲章
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１９６４年当時の全国における
オリンピック教育について

京 都 市②
また、１９６４年東京オリンピック出場を目指している郷土選手や、聖
火リレーのコースを紹介しています。

聖火リレーコース 東京オリンピックを目指す郷土選手読本表紙

１９６４年当時の全国における
オリンピック教育について

京 都 市②
また、１９６４年東京オリンピック出場を目指している郷土選手や、聖
火リレーのコースを紹介しています。

聖火リレーコース 東京オリンピックを目指す郷土選手読本表紙
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１９６４年当時の全国における
オリンピック教育について

埼 玉 県①
埼玉県教育委員会が県独自のオリンピック読本を作成し、オリンピッ
クを迎えるにあたって必要なマナーや国際理解を紹介しています。

読本表紙 コミカルな絵を利用したマナー啓発

１９６４年当時の全国における
オリンピック教育について

埼 玉 県①
埼玉県教育委員会が県独自のオリンピック読本を作成し、オリンピッ
クを迎えるにあたって必要なマナーや国際理解を紹介しています。

読本表紙 コミカルな絵を利用したマナー啓発
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１９６４年当時の全国における
オリンピック教育について

埼 玉 県②
また、オリンピック県民運動、埼玉県内の聖火リレーコース及び埼玉
県に関係がある過去のオリンピック参加者も紹介されています。

オリンピック県民運動 過去のオリンピック参加者の紹介

聖火リレーコース

公衆道徳、公徳心
の高揚、国際理解
を県全体で推進し
た。

１９６４年当時の全国における
オリンピック教育について

埼 玉 県②
また、オリンピック県民運動、埼玉県内の聖火リレーコース及び埼玉
県に関係がある過去のオリンピック参加者も紹介されています。

オリンピック県民運動 過去のオリンピック参加者の紹介

聖火リレーコース

公衆道徳、公徳心
の高揚、国際理解
を県全体で推進し
た。
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１９６４年当時の全国における
オリンピック教育について

栃 木 県
栃木県においても、独自の読本を作成し、オリンピックを題材にした
作文コンクールの入賞作品や小中学生が作成したポスターを紹介し
ている。

栃木県の小中学生が作成した
オリンピックポスター

栃木県の高校生が執筆した作文（抜粋）
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１９６４年当時の全国における
オリンピック教育について

当時の取組み例（公衆道徳高揚運動）
外国人観光客にマイナスイメージを与えないために、日本国民全体
の公衆道徳の底上げを図った取組みです。
地域によって記載されている内容に若干の違いがあります。

記載内容（大阪府） 記載内容（栃木県）
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